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12/2翁長雄志知事陳述のポイント

12 月 2 日、辺野古新基地建設に関して、国が沖縄県の権限を取り上げるために提訴し

た異例の代執行訴訟の第一回口頭弁論が福岡高裁那覇支部で行われ、翁長知事が陳述しま

した。翁長氏と基地反対運動を闘う人々は、この訴訟の判決の勝敗以上に、自分たちの思

いを法廷で明らかに出来ることに意義を見出し、「本土」で辺野古新基地建設反対の世論

が広がることを願ってこの訴訟闘争を闘う決意をしています。

翁長氏の陳述書は、安倍政権の傲慢さや「本土」の沖縄差別を厳しく追及するとともに、

政府やメディアが歪曲して宣伝しているプロパガンダに対して鋭く切り返す内容となって

います。「沖縄経済は基地に依存している」「莫大な振興費をもらっている」「基地返還は

進んでいる」「中国の脅威に対抗するために必要」などへの批判で、私たち自身が知らな

かった事実や政府の宣伝に乗せられてしまっていたことに気づかされることもあります。

私たちもこの訴訟に注目し、沖縄の人たちの思いを受け止め「本土」でそれを紹介する

ことを沖縄連帯闘争の活動の一つにしていこうと思います。まずはこの陳述書をよく読み、

ポイントを紹介することから始めます。

（１）沖縄戦と沖縄切り捨ての歴史

「琉球はその２５年後の１８７９年、日本国に併合されました。私たちはそのことを琉球

処分と呼んでおります。併合後、沖縄の人々は沖縄の言葉であるウチナーグチの使用を禁

止されました。日本語をしっかり使える一人前の日本人になりなさいということで、沖縄

の人たちは皇民化教育もしっかり受けて、日本国に尽くしてまいりました。その先に待ち

受けていたのが７０年前の沖縄戦でした。「鉄の暴風」とも呼ばれる凄惨な地上戦が行わ

れ、１０万を超える沖縄県民を含め、２０万を超える方々の命が失われるとともに、貴重

な文化遺産等も破壊され、沖縄は焦土と化しました。

「サンフランシスコ講和条約で日本が独立するのと引き換えに、沖縄は米軍の施政権下に

一方的に差し出され、約２７年にわたる苦難の道」

「沖縄県民は日本国憲法の適用もなく、また、日本国民でもアメリカ国民でもありません

でした。」

※沖縄戦への思いについては、『なぜペンをとるのか 沖縄の新聞記者たち』より

松永記者

「何のために仕事をしているのか、何のために記者をしているのか、一番大切なとこだと思うんですね。そ

れは沖縄戦を体験した沖縄で、繰り返しちゃいけないという、そういう言論をするために沖縄の新聞社は

存在していると思うんですね。ですから、戦争から続いている米軍基地の存在については、しっかり向き合

わないといけない・・・結局、沖縄の新聞社というのは、沖縄戦体験者の話を聞いたりとか、取材することで
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すね。先輩から学ぶんじゃないんですよ。沖縄戦でつらい思いをした人から、取材を学ぶんですね。私もそ

うでしたし。沖縄の新聞社は沖縄戦のことを忘れちゃいけないと思います。」

（２）基地形成と基地集中の歴史

「沖縄の米軍基地は、戦中・戦後に、住民が収容所に入れられているときに米軍が強制接

収を行い形成されました。強制的に有無を言わさず奪われたのです。そして、新しい基地

が必要になると、住民を「銃剣とブルドーザー」で追い出し、家も壊して造っていったの

です。沖縄は今日まで自ら進んで基地のための土地を提供したことは一度もありません。」

「サンフランシスコ講和条約発効当時は、本土と沖縄の米軍基地の割合は、おおむね９対

１であり、本土の方が圧倒的に多かったのです。ところが、本土で米軍基地への反対運動

が激しくなると、米軍を沖縄に移し、基地をどんどん強化していったのです。日本国憲法

の適用もなく、基本的人権も十分に保障されなかった沖縄の人々には、そのような横暴と

もいえる手段に対抗するすべはありませんでした。その結果、国土面積のわずか０・６％

しかない沖縄県に、７３・８％もの米軍専用施設を集中させるという、理不尽きわまりな

い状況を生んだのです。

（３）基地で潤っているとウソ。脱基地の経済構想。

「経済の面で言いますと、米軍基地の存在は、今や沖縄経済発展の最大の阻害要因になっ

ています。米軍基地関連収入は、復帰前には、県民総所得の３０％を超えていた時期もあ

りましたが、復帰直後には１５・５％まで落ちており、最近では約５％です。駐留軍用地

の返還前後の経済状況を比較しますと、那覇新都心地区、小禄金城地区、北谷町の桑江・

北前地区では、返還前、軍用地の地代収入等の直接経済効果が、合計で８９億円でありま

したが、返還後の経済効果は２４５９億円で、約２８倍となっております。」

「また雇用については、返還前の軍雇用者数３２７人に対し、返還後の雇用者数は２万３

５６４人で、約７２倍となっております。税収は７億９千万円から２９８億円と約３５倍

に増えました。基地関連収入は、沖縄からするともう問題ではありません。経済の面から

見たら、むしろ邪魔なのです。実に迷惑な話になってきているのです。」

「ですから、基地で沖縄が食っているというのは、もう４０年、３０年前の話であって、

今や基地は沖縄経済発展の最大の阻害要因だということをしっかりとご理解いただきたい

と思います。」

※沖縄県ホームページ

（よくある質問）米軍基地と沖縄経済について

（問13）沖縄県の経済は米軍基地経済に大きく依存しているのではないですか。
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○基地経済への依存度は、昭和47年の復帰直後の15.5％から平成23年度には4.9％と大幅に低下して

います。

○米軍基地の返還が進展すれば、効果的な跡地利用による経済発展により、基地経済への依存度はさ

らに低下するものと考えています。

（４）沖縄振興費のウソ 沖縄だけが特別にもらっている訳ではない

「沖縄は他県に比べて莫大な予算を政府からもらっている、だから基地は我慢しろという

話もよく言われます。年末にマスコミ報道で沖縄の振興予算３千億円とか言われるため、

多くの国民は４７都道府県が一様に国から予算をもらったところに沖縄だけ３千億円上乗

せをしてもらっていると勘違いをしてしまっているのです。」

「沖縄県が受け取っている国庫補助金等の配分額は、全国に比べ突出しているわけではあ

りません。例えば、県民一人あたりの額で見ますと、地方交付税や国庫支出金等を合わせ

た額は全国６位で、地方交付税だけでみると１７位です。沖縄は内閣府が各省庁の予算を

一括して計上するのに対し、他の都道府県では、省庁ごとの計上となるため、比較するこ

とが難しいのです。ですから「沖縄は３千億円も余分にもらっておきながら」というのは

完全な誤りです。」

「沖縄が米軍施政権下にあった２７年間、そして復帰後も、全国では、国鉄により津々浦

々まで鉄道網の整備が行われました。沖縄県には、国鉄の恩恵は一切ありませんでしたが、

旧国鉄の債務は沖縄県民も負担しているのです。また、全ての自治体で標準的な行政サー

ビスを保障するため、地方交付税という全国的な財政調整機能があります。沖縄には復帰

まで一切交付されませんでした。」

（５）返還計画のウソ

「普天間が辺野古に移って、嘉手納以南のキャンプキンザーや、那覇軍港、キャンプ瑞慶

覧とかが返されてどれだけ減るかというと、今の米軍専用施設の７３・８％から７３・１

％、０・７％しか減らない。では、０・７％しか減らないのはなぜかというと、普天間の

辺野古移設を含め、その大部分が県内移設だからです。」

「総理大臣がおっしゃるように、それぞれ年限をかけて、例えば那覇軍港なら２０２８年、

それからキャンプキンザーなら２０２５年に返すと言っています。それを見ると日本国民

は、「おお、やるじゃないか。しっかりと着々と進んでいるんだな」と思うでしょう。し

かし、その年限の後には、全て「またはその後」と書いてあります。「２０２８年、また

はその後」と書いてあるのです。沖縄はこういったことに７０年間付き合わされてきまし

たので、いつ返還されるか分からないような内容だということがこれでよく分かります。
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ですから、私は、総理大臣に「沖縄の基地返還が着々と進んでいるようには見えませんよ」

と申し上げました。」

（６）仲井眞前知事の埋立承認の瑕疵

「仲井眞前知事の突然の埋立承認に対する疑問は、あまりに突然の対応の変化が不自然で

あったという感覚的なものだけではありませんでした。承認に至る手続の中で示されてき

た知事意見や生活環境部意見を踏まえても判断を誤っているのではないかと思われるもの

でした。

ア 埋立承認に至る経緯をみますと、まず、仲井眞前知事は、平成２４年３月に、辺野

古埋立事業についての環境影響評価書についての意見を述べましたが、その内容は、「評

価書で示された環境保全措置等では、事業実施区域周辺域の生活環境及び自然環境の保全

を図ることは、不可能と考える」というものでした。

イ その後、平成２５年１１月には、「普天間飛行場代替施設建設事業公有水面埋立承

認願書に対する名護市長意見書」が名護市議会において可決され、同月２７日に沖縄県に

提出されておりましたが、同意見書は、「環境保全に重大な問題があり、沖縄県知事意見

における指摘のとおり、事業実施区域周辺域の生活環境及び自然環境の保全を図ることは

不可能であると考え、本事業の実施については強く反対いたします。本件申請については、

下記の問題があると考えられますので、未来の名護市・沖縄県への正しい選択を残すため

にも、埋立ての承認をしないよう求めます」というものでした。

ウ 同じ頃、県では、土木建築部海岸防災課・農林水産部漁港漁場課により、審査状況

について中間報告が提出されております。同報告は、「『事業実施区域周辺域の生活環境

及び自然環境の保全を図ることは不可能』とした知事意見への対応がポイント」とすると

ともに、「環境生活部の見解を基に判断」するとしていました。

そして、平成２５年１１月２９日、環境生活部長から土木建築部長宛に、環境生活部長

意見が提出されております。そこでは、環境保全の見地から、１８項目にわたって詳細に

問題点を指摘したうえで、「当該事業に係る環境影響評価書に対して述べた知事等への意

見への対応状況を確認すると、以下のことなどから当該事業の承認申請書に示された環境

保全措置等では不明な点があり、事業実施区域周辺域の生活環境及び自然環境の保全につ

いての懸念が払拭できない」と結論づけていました。

その後、土木建築部から環境生活部への再度の照会等はなされておりませんので、この

結論が、環境生活部の最終意見ということになっているのです。

エ 仲井眞前知事の埋立承認は、それからわずか１カ月後でした。環境生活部の最終意

見についてどうやって対応できたのか、非常に疑問が残る突然の承認であったのです。」

（７）中国に対して基地強化で対抗することの危険。抑止力どころか危機誘発

「中国も、昔のような中国ではありません。米国と中国がどういう形で米中関係を築いて
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いくか等、こういったことを考えると、７０年代のまま全く同じように在沖米軍基地があ

るべきなのか考える必要があります。」

「抑止力と関連しまして中国の脅威でありますけれども、中谷防衛大臣からは、中国軍機

によるスクランブルや尖閣への領海侵犯の説明とともに、宮古にも石垣にも与那国にも自

衛隊基地を置く必要があるとの話がありました。」

「中国のミサイルへの脅威に、本当に沖縄の基地を強化して対応できるのか。これが私か

らすると大変疑問であります。なおかつオスプレイは運輸、輸送するための航空機である

ことを考えると、抑止力になるということは、まずあり得ないというのが私の考えです。」

「私は、中谷防衛大臣とお話をしたとき、巡航ミサイルで攻撃されたらどうするんですか、

と尋ねました。すると大臣は、ミサイルにはミサイルで対抗するとおっしゃったのです。

迎撃ミサイルで全てのミサイルを迎撃することは不可能ですし、迎撃に成功した場合でも、

その破片が住宅地に落ちて大きな被害を出したことを、私たちは湾岸戦争等を通じて知っ

ています。ですから、防衛大臣の発言を聞いたときには、私は心臓が凍る思いがしました。

そして、沖縄県を単に領土としてしか見ていないのではないか、１４０万人の県民が住ん

でいることを理解していないのではないかと申し上げたのです。」

※元宜野湾市長伊波洋一氏は米国のエアシーバトル構想とオフショア戦略を批判

・エアシーバトル構想・・・2012年に発表された米中全面戦争を想定したシナリオ。開戦に当たって在日

米軍は戦力温存のため一旦グアムと米国本土に引き揚げる。その間日本の自衛隊がパトリオットミサイ

ルなどで中国の攻撃に対抗。日本列島全土が火の海になり、自衛隊基地と在日米軍基地の約8割が崩

壊。その間2～3ヶ月で米軍は攻撃態勢を構築し、中国への全面攻撃に突入する。

・オフショア戦略･･･米中全面戦争を想定したエアシーバトル構想に対して、中国艦船を南シナ海

などで封じ込め、軍事的に無力化する局地的な軍事対決シナリオ。も奄美大島、沖縄本島、宮古島、石

垣島、与那国島に自衛隊基地を置き、航海中の中国艦船を攻撃できる地対艦ミサイル部隊を配備する

など、自衛隊が対中軍事作戦の最前線に立たされる。

（８）沖縄基地の存在根拠の変化と抑止力論への疑問

「沖縄は、冷戦構造のときには自由主義社会を守るという理由で基地が置かれ、今度は中

国を相手に、さらには中東までも視野に入れて、沖縄に基地を置き続けるということにな

ります。これはまるで、私たちの沖縄というのは、ただ、ただ、世界の平和のためにいつ

までも、膨大な基地を預かって未来永劫、我慢しろということを強要されているのに等し

いことです。沖縄県民も日本人であり、同じ日本人としてこのような差別的な取り扱いは、

決して容認できるはずもありません。」

「ソビエトが崩壊し中国の形が変わった今でも、政府からは今度は中東問題のために沖縄
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が大切、シーレーンのためにも沖縄が大切と、どのように環境が変わっても沖縄には基地

を置かなければいけないという説明が繰り返されております。

沖縄一県に日本の防衛のほとんど全てを押し込めていれば、いざ、有事の際には、沖縄

が再び戦場になることは明らかです。」

「防衛省は、海兵隊が沖縄に駐留する必要性として、海兵隊の機動性、即応性、一体性

を挙げて説明します。しかし、海兵隊は今でも、各国の基地にローテーション配備されて

いる状況にあります。防衛省が主張する機動性等は、逆に沖縄以外での配備が十分に可能

であることを示すものであり、沖縄に配備し続ける理由たり得ないのです。」

「 ベトナム戦争のときには、沖縄から毎日Ｂ５２が爆撃のために飛び立ちました。その

間、日本は自分の力で日本の平和を維持したかのごとく、高度経済成長を謳歌（おうか）

していたのです。」

「私は自国民の自由、平等、人権、民主主義を守れない国が、どうして世界の国々にその

価値観を共有することができるのか疑問に思っています。」

（９）沖縄差別と「魂の飢餓感」

「私はこれまでに橋本総理大臣、小渕総理大臣、そしてその時の野中官房長官、梶山官房

長官等々、色々と話をする機会がありました。野中先生なども国の安全保障体制の考え方

に違いがありませんが、当時、県会議員の１、２期の私に、土下座せんばかりに「頼む。

勘弁してくれ。許してくれ」とお話をされるような部分が、どの先生にもありました。・

・・私も基本的には「こんなに基地を置いてもらっては困りますよ」と申し上げましたが、

沖縄への深い思いを抱いていた当時の先生方とは、対話は成り立っていたのです。」

「しかしながら、この５、６年というのは全くそれが閉ざされてしまっています。沖縄の

歩んできた苦難の歴史への反省や洞察が十分ないまま、沖縄が何か発言すると、政府と対

立している、振興策はあれだけもらっていて何を文句を言っているのだ、生意気だと非難

されます。今のような状況を考えますと、戦後２７年間、その間に日本の独立と引換えに

沖縄が切り離され、米軍施政権下に置かれ続けた、あの時代は何だったのだろうと思いま

す。」

「４回目の協議で菅官房長官と話をした際、沖縄県の色々な歴史、県民の心を話して、そ

れについてのお考えはありませんかと申し上げましたが、その時に官房長官が何とおっし

ゃったかといいますと、私は戦後生まれで、なかなかそういうことが分かりにくいと。ま

た、普天間の原点は橋本・モンデール会談ですとおっしゃっていました。

私なりに言葉を尽くして説明しましたが、この発言には驚かされました。そしてこの方

には、沖縄の抱える問題についてご理解いただけない、理解するつもりもないのではない
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かという印象を抱いた次第です。

「私は１カ月間の集中協議の中で、沖縄の歩んできた苦難の歴史や県民の思い等々を説明

しました。その置かれている歴史の中で戦後の７０年があったわけで、その中の２７年間

という特別な時間もありました。そして、復帰後も国土面積の０・６％に在日米軍専用施

設の７３・８パーセントの基地があるという状況に変わりがありません。それは米軍施政

権下の１９５０年代に日本本土に配備されていた海兵隊が、反対運動の高まりにより、沖

縄に配置された結果、沖縄の基地は拡充され、今につながっているのです。

このように沖縄の歴史や置かれている立場等をいくら話しても、基地問題の原点も含め、

日本国民全体で日本の安全保障を考える気概も、その負担を分かち合おうという気持ちも

示してはいただけませんでした。そのような状況に対して、私は「魂の飢餓感」という言

葉を使うほかありませんでした。

（１０）政府の言う「普天間基地の危険性除去」の欺まん

「国民と県民の皆さん方に知っていただきたいことは、政府は、普天間基地の危険性除去

のため辺野古移設の必要性を強調する一方で、５年以内の運用停止を含めた実際の危険性

の除去をどのように進めるかについては、驚くほど寡黙なことです。」

「辺野古新基地建設には、政府の計画通り進んだとしても１０年間かかります。しかし、

埋め立て面積が１６１ヘクタールと広大であること、埋立区域の地形が複雑で最大水深も

４０メートルを超えること、沖縄が台風常襲地帯であること等を考慮すれば、新基地が実

際に供用されるまで、十数年から場合によっては２０年以上の歳月が必要となることは、

沖縄県民なら容易に推測できます。」

「私からは、普天間基地の危険性を除去するため、集中協議で再三再四、５年以内の運用

停止の具体的な取組みを求めましたが、安倍総理大臣や菅官房長官などからは、何ら返答

をいただくことは出来ませんでした。

運用停止について一切の言及がなかったことは逆に、政府にとって不都合な真実を浮か

び上がらせることになったのではないかと考えています。

つまり、辺野古新基地が供用開始されるまでの間は、例え何年何十年かかろうとも、現

在の普天間基地の危険性を放置し、固定化し続けるというのが、政府の隠された方針では

ないか、と言うことです。」

（１１）「本土」の人々こそ、無関心、無理解を超えて、きちんとした認識を！

「そのあるがままの状況を全国民に見てもらう。私からも積極的に情報を発信し、政府と

も対話を重ねていきます。そうすることで、今まで無関心、無理解だった本土の方々もこ
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のような議論を聞きながら、小さな沖縄県に戦後７０年間も過重な基地負担を強いてきた

ことをきちんと認識してもらいたい。まして日本のために１０万人も県民が地上戦で亡く

なって、そういうふうに日本国に尽くして日本国を思っている人々に対し、辺野古新基地

建設を強行し、過重な基地負担を延長し続けるということが、どういう意味を持つのか、

日本国の品格、処し方を含めて考えていただきたいと思っております。」

「そして、普天間飛行場代替施設が辺野古に仮にできるようなことがありましたら、耐用

年数２００年間とも言われる新基地が、国有地として、私たちの手を及ばないところで、

縦横無尽に１６１ヘクタールを中心としたキャンプ・シュワブの基地が永久的に沖縄に出

てくることになり、沖縄県民の意志とは関係なくそこに大きな基地ができあがってきて、

それが自由自在に使われるようになります。

今、中国の脅威が取りざたされておりますけれども、その意味からすると２００年間、

そういった脅威は取り除かれない、というような認識でいるのかどうか。そして今日まで

の７０年間の基地の置かれ方というものについてどのように反省をしているのか。」

「私たちがアメリカに要請に行くと「基地問題は日本の国内問題だから、自分たちは知ら

ない」と、必ずそうおっしゃいます。

しかし、自然環境保全の観点から、また、日米安保の安定運用や日米同盟の維持を図る

観点から、アメリカは立派な当事者なのです。傍観者を装う態度は、もはや許されません。」

「まず、新基地が建設される辺野古の海は、ジュゴンが回遊し、ウミガメが産卵し、短期

間の調査で新種の生物が多数発見される、日本国内でも希有な、生物多様性に富む豊かな

海です。海は一度埋め立ててしまったなら、豊かな自然は永久に失われます。未発見の生

物を含め、辺野古大浦湾にしか生息しない多くの生物が絶滅を免れません。深刻な自然環

境の破壊と多くの生物を絶滅に追いやるのが日米両政府であり、海兵隊であることを、ア

メリカの人々はきちんと認識し、受け止めなければなりません。海兵隊基地を建設する以

上、自然環境破壊の責任は、アメリカにもあるのです。」

（2015.12.20）


